
○那珂市防犯灯設置費補助金交付要綱 

平成１８年５月２２日 

告示第４８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内における夜間の犯罪防止と通行の安全を図るため、市内

の自治会が防犯灯を設置するために要する経費に対し、予算の範囲内において補

助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「防犯灯」とは、夜間において道路歩行中に発生する犯

罪及び事故を未然に防止する目的をもって自治会が設置し、維持管理する公共的

夜間照明（道路照明灯及び広告灯を除く。）をいう。 

（設置基準） 

第３条 防犯灯の設置は、次に掲げる条件を満たさなければならない。ただし、特

別な事情等がある場合には、この限りでない。 

（１） 犯罪、事故等が発生した場所又は発生するおそれがあり、防犯上必要と

認められる場所とする。 

（２） 既設置場所と新たな設置予定場所との距離は、原則として５０メートル

以上とする。 

（３） 設置箇所周辺の民家や農地などに、防犯灯の照明による害を及ぼすおそ

れがある場合は、その所有者の同意が得られていること。 

（４） 設置後の維持管理及び電気料の支払について、管理者の責任において誠

実かつ恒久的に履行できると認められること。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表のとおりとする。ただし、実績が限度額に満たない場

合は、１，０００円未満の端数金額を切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする自治会の長（以下「自治会長」という。）

は、防犯灯設置費補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）を

市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、当該防犯灯の設置費の見積書の写し及び設置場所の略図を

添付しなければならない。 

３ 第１項の申請書の提出後において、その内容に変更があったときは、直ちに文

書をもって、その旨を市長に届けなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の申請書を受理したときは、これを審査し、補助金を交付す

ることが適当と認めたときは、防犯灯設置費補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、当該自治会長に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第７条 前条の規定により補助金交付決定を受けた自治会で、防犯灯の設置を完了

したものは、防犯灯設置費補助金実績報告書（様式第３号。以下「実績報告書」



という。）及び防犯灯設置費補助金請求書（様式第４号）を市長に提出するもの

とする。 

２ 前項に規定する実績報告書には、当該防犯灯設置費に係る領収書の写しを添付

しなければならない。 

（補助金の交付） 

第８条 市長は、前条の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付す

るものとする。 

（補助金の返還） 

第９条 市長は次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の全部又は一部を返

還させることができる。 

（１） 虚偽の申請によって補助を受けたとき。 

（２） 補助金を目的以外に使用したとき。 

（維持管理） 

第１０条 防犯灯の維持管理及びその経費の負担は、設置した自治会が行うものと

する。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年告示第１０４号） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年告示第２２号） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第６４号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年告示第６７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式（次項において「旧

様式」という。）により使用されている書類は、この告示による改正後の様式に

よるものとみなす。 

３ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、合理的に必要と認

められる範囲内で、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

別表（第４条関係） 

区分 補助限度額 

既設の支柱等に防犯灯を設置する場合 １灯につき、２５，０００円 

新しく支柱を建て防犯灯を設置する場合 １灯につき、３８，０００円 

既設の防犯灯をLED灯に更新する場合 当該工事に要した経費の２分の１以内の



額。ただし、１灯につき１０，０００円 

備考 LED灯を設置し、又は更新した場合は、７年以上経過しなければ更新は認め

ない。 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

 


